
Ⅴ　平成２６年度決算の概要

　　平成26年度決算については、平成27年11月定例県議会において、議会の認定

　をいただきましたので、地方自治法第233条第6項の規定により、その概要を説

　明します。

１． 平成26年度一般会計決算

平成26年度一般会計の決算規模は、

　歳入決算額　　7,025億2,149万6千円

　歳出決算額　　6,836億3,434万5千円

 となっております。

歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支は、188億8,715万円1千円の黒字、翌年度へ繰越

　すべき財源180億3,901万6千円を控除した実質収支は、8億4,813万5千円の黒字となっています。

歳入面では、

（1）　県税は、企業収益の持ち直し等による法人事業税及び法人県民税の増（＋28億円）や、

税率引上げ等に伴う地方消費税の増（＋23億円）などにより、総額では、約39億円の増

（＋3.9％）となり、４年連続の前年度比増、5年ぶりに1千億円台に回復しました。

（2）　臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は、地方消費税率引上げに伴う収入の増等により、

約27.7億円の減（△1.0％）となりました。

（3）　国庫支出金は、国の経済対策に伴い措置された地域の元気臨時交付金の皆減（△144億円）等に

より、約207億円の減（△15.5％）となりました。

（4）　県債は、交付税から振り替えられた臨時財政対策債の減（△67億円）等により、約65億円の減

（△6.6％）となりました。

　このほか、地方法人特別譲与税の増に伴う地方譲与税の増（＋40億円）などにより、歳入全体

では1.5％の減となっております。

　歳出面では、

　長崎がんばらんば国体・長崎がんばらんば大会の開催等による増があったものの、国の経済対策

への対応による基金積立金（地域の元気臨時交付金、緊急雇用創出事業）や、中小企業の資金繰り

支援のための貸付金等の減などにより、歳出全体では1.1％の減となっております。

　主な増減として、

・国体等開催経費の増　 ＋45億円

・企業立地推進助成費の増　＋31億円

・基金積立金（元気交付金・緊急雇用）の減   △165億円

・中小企業の資金繰り支援のための貸付金の減　△20億円

となっています。
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＜決算収支＞ （単位：千円）

＜歳入＞ （単位：千円・％）

＜歳出＞ （単位：千円・％）

一般会計決算の状況
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（参考）地方消費税の引き上げに係る増収分の使途

・引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分の市町村交付金を除く） 2,806百万円

・社会保障施策に要する経費（一般財源） 93,494百万円

２．平成26年度特別会計決算

平成26年度特別会計の決算額は、次のとおりです。

（単位：千円）
歳 入 総 額歳 出 総 額歳入歳出差引翌年度に繰越実 質 収 支

す べ き 財 源
(A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)

393,203 157,172 236,031 0 236,031

328,065 74,460 253,605 0 253,605

129,287 5,147 124,140 0 124,140

251,072 251,065 7 0 7

847,039 64,272 782,767 0 782,767

1,656,180 495,202 1,160,978 0 1,160,978

325,050 295,400 29,650 0 29,650

224,312 224,308 4 0 4

3,291,528 3,239,759 51,769 0 51,769

833,941 537,405 296,536 0 296,536

48,114,466 48,114,466 0 0 0

56,394,143 53,458,656 2,935,487 0 2,935,487合 計

特別会計決算の状況

区 分

母子父子寡婦福祉資金

流 域 下 水 道

農 業 改 良 資 金

林 業 改 善 資 金

県 営 林

沿岸漁業改善資金

小規模企業者等資金

公 債 管 理

港 湾 施 設 整 備

庁 用 管 理

長 崎 魚 市 場

（単位：百万円）

うち一般財源
医療 50,205 45,901
介護・高齢者福祉 20,932 19,434
子ども・子育て 12,986 8,688
障害者福祉 14,015 11,145
その他 10,199 8,326

108,337 93,494

決算額分　　野


